
外部環境調査（訪問介護事業）

業界概要

訪問介護事業は、高齢者や障害を持つ人々が自宅で生活できるよう支援するサービスです。専

門のスタッフが家庭を訪問し、身体介護や生活支援を提供します。高齢化社会の進展に伴い、こ

の業種の需要は増加しています。

SWOT分析

内
部
環
境

【強み：S】
1. 経験豊富な介護スタッフが多く、質の高いサービ
スを提供している。
2. 地域社会との密接な連携を持ち、地元の信頼が
厚い。
3. 専門的な訓練を受けたスタッフによる多様な介護
サービスを展開している。
4. ITを活用したサービス管理システムを導入し、効
率的な運営が可能である。
5. アクセスが良い都市部に位置しており、利便性が
高い。

【弱み：W】
1. 新規顧客の獲得が難しく、市場拡大に課題があ
る。
2. 高齢化社会に伴う人手不足が深刻化している。
3. 賃金の上昇圧力により、経営コストが増加してい
る。
4. 施設の老朽化により、設備投資が必要である。
5. デジタル化の遅れにより、他業種からの競争が激
化している。

外
部
環
境

【機会：O】
1. 政府の介護支援策強化により、新たな補助金や
助成金が期待される。
2. 高齢者人口の増加に伴い、介護サービスへの需
要が増加している。
3. テクノロジーの進化により、遠隔介護やAIを利用
したサービスが可能になる。
4. 地域コミュニティとの連携により、包括的なケア
ネットワークを構築する機会がある。
5. 健康志向の高まりにより、予防介護や健康管理
サービスへの関心が高まっている。

【脅威：T】
1. 競合他社の増加により、市場での競争が激化して
いる。
2. 経済の不安定さにより、顧客の介護サービスへの
支出が抑えられる可能性がある。
3. 政策の変更により、介護事業への規制が強化さ
れるかもしれない。
4. 社会保障費の削減により、介護サービスの利用
者が減少する可能性がある。
5. 自然災害や感染症の流行により、サービス提供
が困難になることがある。

※上記の内部環境の強み・弱みは、この業界における通常想定されうるものです。

　個々の企業の分析の参考に活用ください。
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PEST分析

【政治：P】
1. 2021年に改正された介護保険法により、訪問介護サービスの質の向上が求められるように
なった。この改正は、サービス提供者に対してより高い水準のサービスを提供することを義務付

けており、事業者にとっては質の高いサービスの提供が必須となっている。

2.政府は2020年に、介護職員の処遇改善を図るための予算を拡大した。この政策は、介護職
員の給与向上や労働環境の改善を目指しており、訪問介護事業者にとっては人材確保や職員

の定着率向上につながる重要な要素である。

3.地方自治体による介護サービスの地域格差が存在し、事業展開の地域選定に影響を与え
る。特定の地域では、自治体の支援策や補助金が充実しているため、事業者にとって有利な条

件で事業を行える場合がある。

4. 2019年の消費税率の引き上げは、訪問介護サービスの利用者負担を増加させ、サービスの
利用抑制につながる可能性がある。これにより、事業者の収益に影響を及ぼすことが考えられ

る。

5.政府は介護分野におけるデジタル化を推進しており、訪問介護事業者もこの流れに対応する
必要がある。電子カルテの導入義務化など、規制の変更が事業運営に直接的な影響を与える。

【経済：E】
1.日本の高齢化が進む中、訪問介護サービスの需要は増加傾向にある。高齢者人口の増加
は、訪問介護事業にとって大きな市場拡大の機会となっている。

2.経済状況の変動により、利用者の自己負担能力に影響が出ることがある。経済が停滞する
と、介護サービスの利用を控える家庭が増える可能性があるため、事業者は柔軟な料金設定や

支払い方法を提供することが重要である。

3.最低賃金の引き上げが進む中、訪問介護事業者は人件費の増加に直面している。これは利
益率に影響を及ぼすため、効率的な運営管理が求められる。

4.円安が進行すると、訪問介護事業に必要な医療機器や消耗品の輸入コストが増加する。これ
により、事業のコスト構造に影響を与え、価格転嫁が必要になる場合がある。

5.不動産市場の変動により、事業所の賃料が変動することがある。特に都市部では高騰が進む
ことが予想され、事業展開の際のコスト管理が重要となる。

【社会：S】
1.高齢者の健康意識の向上により、予防的な健康管理サービスへのニーズが高まっている。訪
問介護事業者は、従来の介護サービスに加え、健康増進サービスを提供することで市場のニー

ズに応えることが求められる。

2.単身世帯の増加に伴い、家族による介護の提供が困難なケースが増えている。このため、訪
問介護サービスへの依存度が高まり、市場の拡大が見込まれる。

3.地域社会との連携が強化されており、地域全体で高齢者を支える取り組みが進んでいる。事
業者は地域の資源を活用し、包括的なサービス提供を目指すことが求められる。

4.訪問介護サービスに対する社会的な認知と理解が深まっている。これにより、サービスの質へ
の期待が高まり、事業者には高い専門性と倫理観が求められる。

5.労働人口の減少により、介護業界全体で人手不足が進行している。訪問介護事業者は、非常
に競争の激しい人材獲得市場で戦わなければならない。

【技術：T】
1. ICT（情報通信技術）の進展により、遠隔での健康管理や相談が可能になっている。訪問介護
事業者はこの技術を活用することで、サービスの効率化や新たなサービスの提供が可能となる。
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2.ウェアラブルデバイスの普及が進む中、利用者の健康状態をリアルタイムで把握し、より適切
なケアを提供することが可能になっている。これにより、介護サービスの質が向上する。

3. AI（人工知能）技術の導入が進んでおり、介護記録の自動化や効率的なスケジューリングが
可能になっている。これにより、事業者は人材の効率的な配置や業務の効率化を図ることができ

る。

4. ロボット技術の進化により、身体的な支援を行うロボットの開発が進んでいる。これらの技術を
導入することで、重労働が軽減され、介護職員の負担が減少する。

5. クラウドサービスの活用により、データの集中管理や共有が容易になり、情報の透明性が向
上している。これにより、利用者やその家族とのコミュニケーションが向上し、サービスの質が向

上することが期待される。

〜参考情報〜

【市場規模】
1. 2023年の訪問介護事業の市場規模は約1兆円である。このデータは矢野経済研究所によ
るものである。
2.過去5年間で市場は年平均3%の成長を遂げている。この成長は、高齢化社会の進行に伴
う介護サービス需要の増加が主な要因である。
3.介護保険制度の改正が市場拡大に寄与しており、特に地域密着型サービスの利用が増え
ている。

【関連法規】
1.介護保険法：厚生労働省所管。介護サービス事業者は、介護保険法に基づく届出が必要で
あり、定期的な更新と厳格なサービス基準の遵守が求められる。違反時には行政指導や業務
停止命令が下されることがある。
2.障害者総合支援法：厚生労働省所管。障害者介護サービスを提供する事業者は、この法
律に基づく認定を受ける必要があり、サービスの質を保証するための基準が設けられている。
3.労働安全衛生法：厚生労働省所管。訪問介護従事者の健康と安全を守るための規制があ
り、事業者は適切な労働環境の提供が求められる。

【環境】
1. SDGsの達成に向けた取り組み：訪問介護事業者は、特に健康と福祉に関連する目標（
SDG3）の達成に貢献している。
2.地域社会との連携：地域の福祉サービスと連携し、包括的なケアを提供することで、地域社
会の持続可能性を高めている。
3. エネルギー効率の向上：移動手段に電気自動車を導入することで、CO2排出量の削減を
図っている事業者が増えている。
4.デジタル化の推進：情報技術を活用した効率的なサービス提供が進んでおり、紙の使用量
削減にも寄与している。
5.働き方の多様化：リモートワークやフレキシブルな勤務体系を導入することで、従業員の
ワークライフバランスの改善を図っている。

【人材】
1.離職率：訪問介護業界の平均離職率は約20%であり、業界全体の人手不足が背景にあ
る。
2.平均年収：訪問介護従事者の平均年収は約300万円で、他の介護職種と比較しても低水準
である。
3.求人倍率：訪問介護業界の求人倍率は3倍で、高齢化に伴う需要増加が影響している。
4.人材育成：質の高いサービス提供を目指し、継続的な研修とキャリアアップ支援が行われて
いる。
5.新卒市場と転職市場：新卒採用は限られており、主に中途採用市場からの人材確保が中
心となっている。
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5Forces分析

【顧客】

1.高齢者人口の増加に伴い、訪問介護サービスの需要が増加している。2025年には日本の65
歳以上の人口が全人口の約30％を占めると予測されている。
2.単身世帯の高齢者が増加しており、家族による介護が難しいケースが増えているため、訪問
介護サービスへの依存度が高まっている。

3.消費者の意識の変化により、質の高いサービスを求める声が増えており、介護サービスの質
への注目度が高まっている。

4. IT技術の進化により、遠隔での健康管理や相談が可能になってきており、これによりサービス
の利便性が向上している。

5.地域包括ケアシステムの推進により、地域密着型の小規模事業者へのニーズが増えている。

【競合企業】

1.大手企業が市場に参入しており、セントケアホールディングやニチイ学館などが訪問介護市場
で強い存在感を示している。

2.中小企業も地域密着型で差別化を図り、顧客の細かなニーズに応えるサービスを提供してい
る。

3.多様なサービスを提供する企業が増えており、例えば、夜間対応や24時間体制のサービスを
展開する企業も出てきている。

4.競合の中で、特に人材育成に力を入れている企業が顧客満足度を高め、市場での競争力を
強化している。

5.合併や業務提携によるスケールメリットを生かした事業展開が活発に行われている。

【新規参入】

1. ITを活用した新規事業者が増えており、アプリを通じてサービスのマッチングを行うスタート
アップ企業が現れている。

2.政府の規制緩和により、新規参入のハードルが低くなっており、特に地域限定での小規模事
業者が増加している。

3.新規参入企業は、従来の訪問介護とは異なる革新的なサービスモデルを提案しており、市場
に新たな動きを見せている。

4.外国資本の介護事業者も日本市場に参入し始めており、国際的なサービススタンダードの導
入が進んでいる。

5.ヘルスケア分野との連携を図る新規事業者が増えており、介護だけでなく健康管理を含めた
総合的なサービスを提供開始している。

【代替品・代替サービス】

1. テクノロジーの進化により、ロボットやAIを利用した介護支援ツールが登場し、これが訪問介
護サービスの一部を代替しつつある。

2.在宅介護をサポートするためのウェアラブルデバイスや健康管理アプリが普及し、これらが訪
問介護の補完的な役割を果たしている。

3. コミュニティベースのサポートが充実してきており、地域の住民やボランティアが介護サービス
の一部を担うようになっている。

4.オンラインでの健康相談や心理カウンセリングサービスが増え、これが直接的な訪問介護の
需要を一部減少させている。

5.自助具や改良された住宅設備が介護の必要性を低減させ、これにより訪問介護サービスの
代替となっている。
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【仕入先】

1.介護用品の国内メーカーが増加しており、これにより多様な製品が市場に供給されている。
2.高品質な介護ロボットを供給する企業が増えており、訪問介護サービス提供者はこれらの技
術を利用することが多くなっている。

3.介護服や消耗品など、直接的な介護に関連する商品の品質と供給安定性が向上している。
4. ITソリューション提供者との連携が強化されており、介護記録の電子化や効率的なスケジュー
リングが可能になっている。

5.研修や教育サービスを提供する企業との提携が増えており、訪問介護スタッフの質の向上に
寄与している。
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ビジネスモデルキャンバス分析
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【パートナー】
1.地域の医療機関との協力
関係。
2.介護用品の供給会社との
提携。
3.地域コミュニティとの連携
パートナー。
4.介護技術開発企業との共
同研究。
5.政府や自治体との連携プロ
グラム。

【主要な活動】
1.顧客に合わせた個別のケアプラン
の作成。
2.職員の継続的な教育とトレーニン
グ。
3.安全かつ効果的な介護サービスの
提供。
4.地域社会との連携活動。
5.新しい介護技術の導入と実施。

【価値提案】
1.オーダーメイドのケアプラン
を提供する。
2.介護保険適用サービスを
提供する。
3.高品質な介護スタッフを配
置する。
4. 24時間対応の緊急コール
システムを導入する。
5.安心できる環境と清潔な設
備を提供する。

【顧客との関係】
1.定期的なケアマネージャーによる訪問
で信頼関係を築く。
2. カスタマーサポートを強化し、迅速な対
応を行う。
3.家族との定期的な連絡で安心を提供す
る。
4. クライアントのフィードバックを活用し、
サービス改善を図る。
5.地域コミュニティとの連携強化。

【顧客セグメント】
1. 高齢者向けのサービス
需要が高まっている。
2.障がい者または要介護
者を支援する家族が顧客と
なる。
3.地域に根差したサービス
を求める顧客が多い。
4.継続的な介護サービス
を必要とする顧客が多い。
5. コストを抑えたい顧客が
増えている。【リソース】

1.資格を持った介護職員の確保が重
要である。
2.最新の介護技術情報を有する。
3.介護用のツールや設備を充実させ
る。
4.効率的なスケジューリングシステ
ム。
5.地域内でのネットワーク構築。

【チャネル】
1.オンラインでの情報提供と予約システ
ムを整備する。
2.地域の病院やクリニックと連携し、紹介
を受ける。
3.地域のイベントやセミナーでサービスを
紹介する。
4.訪問介護事業所の設置場所をアクセス
しやすい地域にする。
5.電話、メールでの問い合わせ対応を充
実させる。

【コスト構造】
1.人件費が最も大きなコスト要因である。
2.訪問介護に必要な交通費。
3.設備投資と維持管理費。
4.教育訓練費。
5. マーケティングおよび広告費。

【収益の流れ】
1.月額固定料金プランを設定する。
2.利用回数に応じた料金体系を採用する。
3.介護保険を利用した支払いシステムを確立する。
4.初回トライアル価格を設定し、新規顧客を獲得する。
5.長期契約による割引制度を導入する。



※本調査結果はChatGPT（GPT-4）を用いて自動作成しています。ChatGPTの特性上、約1年前
までの情報を用いており、精度は生成AIに依存します。当社は内容の責任を負いません。お客
様にて内容を確認のうえ、ご活用ください。

Reported on 2024/05/12 with ChatGPT gpt-4-turbo-2024-04-09
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